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V 長野県の廃棄物問題と自治体行政
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鵜飼照喜*
本稿は都市環境問題に取り組んできたわれわれのグループが、昨年度以来首都圏を中心
とした地方自治体の廃棄物処分場問題を課題として取り上げ、地方自治体を対象に産業廃
棄物処理問題に関するアンケート調査を実施してきた。その一貫として首都圏に近く、高
速道等のアクセスが整備されたことによって首都圏の廃棄物の処分場が集中すると考えら
れている地域として長野県の廃棄物処分場問題と自治体の廃棄物処分場問題行政のあり方
を取り上げて考察したものである。はじめに、長野県廃棄物対策課が発行した県内の産業
廃棄物処理に関するデータを紹介しつつ、そのデータの持つ問題点を指摘し、さらにその
社会的背景を考察した。
次に、産業廃棄物処理問題に関する県内の市町村の対応の仕方を大きく二つに分類し、
それぞれ分析考察した。一つは住民サイドに立って地域の自然環境、とりわけ水源地保護
に取り組む自治体であり、もう一つは産業廃棄物処分場建設を進める国や県の方針に沿っ
て自治体行政を進めようとするところである。また、これに関して、第三セクタ一方式で
建設計画が進んでいる産業廃棄物処分場に関する問題点を指摘した。
また、産業廃棄物処分場問題を地域社会の構造的な問題としてとらえ、同施設建設の際
の住民合意のあり方の問題を最後に分析考察した。
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1.長野県の産業廃棄物処理問題の概要
(1)産業廃棄物処理問題と長野県
棄物処理問題では、処分場建設の立地条件を十分
に満たす地域として地域特性を持ち、実際にこの
自治体調査でもそうした傾向が表れているところ
である。
本研究は首都圏を中心とした自治体調査である
が、長野県は首都圏に近接する地域として産業廃
*信州大学教育学部
廃棄物処分場の立地条件とは、後述するように
現在の行政が廃棄物を「捨てる」という発想であ
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るかぎり、人目につかないところで、かっ大量の
廃棄物を排出する都市地域から比較的近く、かっ
適当なアクセス道路があることである。
長野県は中山間地を多く抱え、かっそうした地
域の多くが過疎地となっているところである。こ
の点は、この自治体調査でも産業廃棄物処分場の
立地として「谷間Jを挙げている自治体の割合が
最も多くなっているところにも表れている。また、
0排出事業者の自己処理
FE画、l石
O処理業者等への委託処理
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長野冬季オリンピックの開催に連動して高速道路
が県北部まで伸び、さらに新潟県にまで達しよう
としている点が長野県を産業廃棄物処分場として
の適地と考える条件となる。
したがって、隣接する山梨県や新潟県と長野県
を一つの地区(甲信越)としてとらえたこの調査
の集計でも、「住民からの苦情・反対Jが1970年
以前にはまったくなかったが、 1980年代後半から
?• 
? ??， ? ?
?
業者中間処理後
有効利用量
424，000 
<12.4%> 
県内最終処分量
145，715 
<4.3%> 
県外最終処分量
52，252 
<1.5%> 
図V-l 産業廃棄物処理の流れ
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は他地域と匹敵するところまで問題を抱えるよう
になってきたところに、首都圏に近接し、過疎化
が進行している山間地を抱え、かつ高速道路の進
展が見られる地域の特色が表れていると言うこと
ができる。また、この地域が産業廃棄物処理の県
外からの流入の規制に、最も積極的であることに
もこの地域の特色が表れている。
こうした傾向には、中央と地方、大都市圏と農
山村地域という地域格差の問題がこの産業廃棄物
処理問題でも表れていると捉えるべきであろう。
この自治体調査のなかで長野県を一つの事例とし
て取り上げる意義が、こうしたところにあると考
える。
(2) 行政データが示す概要
長野県では5年に一度、 県内の産業廃棄物処
理に関する実態調査を実施し、その結果を『長野
県産業廃棄物処理計画』で公表している。そこで
平成6年実施の調査結果を公表した『第5次長野
県産業廃棄物処理計画.1(平成8年4月発行、以
下『計画Jという)により県の産業廃棄物処理の
概要を示しておこう九
図V-1に見られるように、県内事業者による
産業廃棄物の総量は 3，589，617トンであり、その
うち有価物に転化される量は170，659トンで、わ
ずか4.8%と5%にも達していない。残る3，418，960
トンが様々な経路と形で処理されている。
そのうちもっとも比率が高いのが排出事業者自
身による中間処理で、産業廃棄物の総量の53%に
達し、減量化されたことになっている。そして、
残る47%が、有効利用 (10.2%)、自己埋め立て
処分 (9.3%)、産業廃棄物処理業者中間処理後有
効利用 02.4%)、県内最終処分(4 %)、県外最
終処分(1.5%)その他となっている。
また、排出量の73%を占める「自己中間処理量」
の処理状況を示したのが、次の表V-1である。
中間処理の方法は、汚泥が脱水、木くずが焼却、
金属くず、建設廃材が圧縮・破砕処理による。
そこに見られるように、汚泥の脱水処理と木く
ずの焼却処理の残さ率が低く、廃棄物全体の容積
を大きく減少させるのに有効であるとされる。
また、中間処理施設の設置状況を図V-2に、産
業廃棄物処理業者の許可状況を表V-2に示した。
他方で、こうした中間処理後の残さを最終処分
する埋め立てについては、表V-3に最終処分場、
図V-3-図V-5に種類別埋立処理量を排出事業
者、産業廃棄物処理業者、地方公共団体別に示し
た。
表V-1 種類別自己中間処理状況
(単位・千 t)
λご① ② @ ④ ⑤ (②÷①) (④÷②) 排出量 自己中間 処理率 残さ量 残さ率処理量 (%) (%) 
汚 泥 2，333 2，212 94.8 480 21.7 
廃プラスチック類 54 9 15.9 5 59.0 
木 く ず. 136 67 49.6 10 14.4 
動・植物性残さ 56 14 25.5 8 55.1 
金属 く ず 81 4 4.5 4 99.3 
鉱 さ 97 6 6.1 23.4 
建設廃 材 558 173 31.0 167 96.6 
そ の 他 104 9 8.7 6 66.7 
iJ- 5十 3.419 2，494 73.0 681 27.3 
L-
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汚泥の脱水施設
汚泥の乾燥施設
汚泥の焼却施設
廃油の油水分離
施設
廃油の焼却施設
廃酸・廃アルカ
リの中和施設
廃プラスチック
類の破砕施設
廃プラスチック
類の焼却施設
汚泥のコンクリー
ト固型化施設
シアン化合物の
分解施設
産業廃棄物の
焼却施設
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図V-2 中間処理施設(許可対象施設)設置状況
表V-2 処理業許可状況(平成6年度末)
(a) 旧法上の許可件数
収集運搬のみ 中間処埋 最終処分 収集運搬 収集運搬 中間処理
うち県外業者 の み の み 中間処理 最終処分 最終処分
277 135 8 2 3 6 6 。
(b) 改正法上の許可件数
産業廃棄物
(平成6年度末)
30 40 
口排出事業者設置:
46施設:
圏処理業者設豊
82施設:
合計 128施設:
32 
収集運搬
中間処理 合計
最終処分
。 3 2 9 
産業廃棄物処分業
特別管理産業廃棄
特別管理産業廃棄物処分業
収集運搬業 物収集運搬業
合計
中間処理 最終処分 中間処理 中間処理 優終処分 中間処理
うち県外業者 うち県外業者
の み の み 最終処分 の み の み 最終処分
r 一ー一一一一一一 一←十一一一一ー
643 192 8 5 1 2 1 6 135 84 1 1 。 2 904 
有機性汚泥 3.732(1.2) 
織え般 5，148(1.6) 
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表V-3 最終処分場設置状況
(平成6年度末)
区 分 安定型 管理型 遮断型 |日型
許可対象 2 4 O 
排出事業者
許可対象外 2 6 6 設置
5十 4 1 0 O 6 
許可対象 2 6 3 2 
処理業者
許可対象外 1 7 3 設置
言十 4 3 6 2 1 
i口h 5十 4 7 1 6 2 7 
(注1) 排出事業者が設置する最終処分場は、廃棄物処理法及び県の
届出指導要領により、届出された最終処分場。
(注2) IE:I型とは、昭和52年3月15日以前に設置された最終処分場。
(注3) 建設中の最終処分場を除く。
言十
1」
2 0 
3 1 
2 1 
5 2 
7 2 
図V-3 種類別自己埋立処分量 図V-4 種類別委託埋立処分量
図V-5 種類別の地方公共団体の処理量
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2.行政データの問題点、とその社会的背景
(1) 行政データの問題点
ところで、上記の種々のデータは廃棄物の処理
及び清掃に関する法律(以下廃掃法という)の規
定に基づき、産業廃棄物処理実態把握と県産業廃
棄物処理計画の基礎資料を得ることを目的として、
県生活環境部廃棄物対策課で実施されたものであ
る。その方法は県内の事業所で産業廃棄物の排出
量の多い業種に該当する事業所の中から抽出した
サンプルに対し郵便調査法により実施されたもの
である(なお、農業に関しては既存の資料によっ
ているという)。
けれども、こうした調査データは表V-4で見
るように「第2章 産業廃棄物の処理を巡る課題J
で不法投棄等の不法処理事案防止を課題として掲
げなければならない現実を裏面に抱えたものであ
る。その課題はしかしながら、産業廃棄物処理行
政側が認識しているものより遥に深刻であること
は、昨今の全国的な産業廃棄物処分場を巡る地域
紛争の多発状況が示している通りであろう。長野
県では一昨年秋に、廃棄物問題に関する住民運動
の東日本地区のネットワークの大会が開催された
ことを契機に、長野県内の同様の運動体が結成さ
れ、活動を続けている。その活動から見た行政デー
タは、余りにも現実からかけ離れたものであると
いう九
実態との誰離という面で、まず第一に取り上げ
られなければならないのは、廃棄物の量の問題で
ある。例えば、中間処理施設としての焼却炉を使
用する際、その焼却炉の性能として定められた焼
表V-4 立入検査及び不法投棄の状況
(a) 立入検査件数と改善指示件数
件五言一一一一三里 平成2 3 4 5 6 
立入検査件数凶 2，702 2，593 2，831 3，369 3，245 
改善指示件数 (8) 541 567 485 498 524 
改善指示率(8/A x 100) (%) 20 22 17 15 16 
(b) 改善指示項目数累計と内訳
14ょ一一一一三里|平成2I 3 I 
不法投棄件数 I2 5 I 
???? 。???、??。??
??、 ? ?
??? ??? ?ー?????
??
、 ? ，
?
?? ? 、
4 
1 1 
6 
(注)概ねlOt以上、
又は有害なもの。
5 
1 1 1 1 
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却能力の数倍もの廃棄物を投入し焼却処理するの
が、この業界での常識であるという。また、農水
省の補助金を得て、全国的に設置されている堆肥
化工場が県内にも見られるが、長野県内の民間の
堆肥化工場では、堆肥化できる能力をはるかに上
回る原料(汚泥)が搬入されていることが報じら
れている。
こうした量的誤差の大きさは、県の『計画』に
も見ることができる。図V-1では県外最終処理
量が52，252トンとされているが、表V-5では県
外流出量が150，037トンとされている。この差は
後者が前者の2.9倍にも達するもので、図V-1に
は直接表示されていないが、県の担当部局の説明
では、産業廃棄物処理業者が中間処理した分から、
有効利用した部分を除いたものの一部が県外へ流
出しているという。しかし、他方で有効利用され
ない部分で県外へ流出しない部分が最終的にどう
処理されたかは、『計画』の図V-1では明示され
ていない。そこには産業廃棄物処理業者による不
法処理したことを窺わせるものである。
このことは、前述のように不法処理事案防止を
課題として掲げていることが明瞭に物語っている
と言うことができる。表V-4に県が把握した不
法投棄の現状が示しであるが、これも文字通り氷
山の一角である。
第2に、この行政データで問題となるところは、
既に指摘した排出事業者の「自己中間処理」の検
証ができない点である。すでに述べたように、産
業廃棄物の減量化は排出事業者の自己中間処理に
よるところが大きい。それだけに、処理施設の点
検のみで、その処理過程を直接検証できないこと
は非常に重大である。
第3に問題となるのは、前述の県北部の堆肥化
工場の事例で判明したように、処理能力をはるか
に越える原料の搬入が不法投機を引き起こしてお
り、 「有効利用jの実態が、ここでも行政データ
との問に大きな議離を生み出している九
第4には、リサイクルが志向されている今日、
上記の堆肥センターの事例で見ると、堆肥の原料
として搬入される汚泥の成分が問題視されている。
表V-5 産業廃棄物県別流入・流出状況(平成5年度)
(単位:t) 
流 入 流 出
県名 主な産業廃棄物 量 主な産業廃棄物 量
神奈川県，・ 建設廃材 ガラスくず及び陶磁器くず 他 40，946 
:鉱さい 無機性汚泥他
i (6，893) (6，736) 新潟県 (20，417) (10，414) 48，864 
埼玉県 -廃プラスチック領有機性汚泥他
24，318 
.有機性汚泥鉱さい他
(9，851) (4，989) 岐阜県(14，026) (6，116) 
26，523 
!廃酸 無機性汚泥他群馬県 i
(5，113) (3，138) 
.鉱さい 廃プラスチック類他
15，961 I埼玉県 ・19，809(18，063) (290) 
その他 75，298 Iその他 54，877 
言十 i 156，523 I d十 i 150，073 
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同センターにより不法投棄された現場周辺の地下
水からは、水質汚染を示すデータが検出されてい
る。こうした汚染物質を含む汚泥を堆肥の原料と
すること自体に重大な危険性があることは改めて
言うまでもない。産業廃棄物処分問題が第2の公
害問題として指摘され、深刻な水質汚染を引き起
こしていることがここでも現れているとともに、
ゴミの減量化対策としての現状の堆肥化政策は深
刻な問題を内包しているのである。しかも行政側
はこの点について『計画』では「不法投棄jの件
数が抽象的に指摘されているのみであり、具体的
には何ら言及していないことが懸念される。
第5に問題とされるのは産業廃棄物処理業界の
体質と行政側に由来する問題である。現行法では
産業廃棄物処分場の面積が、いわゆる裾きりとし
て3，OOOm'未満の施設は県の許可を必要としてい
ない。ところが、そうした小規模施設を隣接させ
て建設しでも同様に許可を必要としないことに見
られるように、いわゆる「ザル法」的抜け道があ
る。また、業者の認定についても、産業廃棄物の
収集運搬業者が同時に産業廃棄物処理業者として
認定されている事例もある。こうした場合では、
自社処分場としての産業廃棄物処分施設と産業廃
棄物排出事業者から処理委託された廃棄物の処分
施設とが混同して使用される恐れがある。この問
題は産業廃棄物処理業界の体質の問題であるとと
もに、それを監督する行政と制度上の問題である
と言うことができる。こうした事例が全国で様々
な問題を引き起こしてきたことから、今回の廃掃
法改正に当たっては、この裾きりは廃止されるこ
とになったことは当然のこととして受け止められ
ている。
ところが、こうした法による規制強化を控えた
業界が、その適用を受けることを避けるために、
駆け込みで許可を受けようとする事例が多いと伝
えられている。こうした事例は、いずれ明らかに
されるにしても、問題は深刻であると言わなけれ
ばならない。
第6に問題とされるのは、 「マニフェスト制」
導入に見られるように、産業廃棄物処理の委託に
際し、その数量や性状が確認されずに取引されて
きたことは、ある意味では全く異常なことであっ
たと言わなければならない。今日の市場経済の社
会において、産業廃棄物処理と言えども経済活動
の一部である。そして、この制度の導入にもかか
わらず、十分な分別による処理を期待することは
できないであろう。
けれども、この問題の根本は一つにはこの業界
の体質であるが、もう一つは産業廃棄物処分場に
搬入される廃棄物の分別の困難さである。言うま
でもなく、この分別は処分場においてではなく排
出時点で実施することが最も有効である。産業廃
棄物処理に限らず、一般廃棄物についても排出時
点での徹底した分別を厳格に制度化することが必
要であると考えられる。
最後に、行政データの問題は『計画』自体に示
されているように、農業系産業廃棄物のデータが
直接調査したものでない点である。このことは担
当部局も認識しているが、農業系産業廃棄物の処
理では、施設閤芸作物栽培で利用されるプラスティッ
ク製品類が、使用後ほとんど耕地の周辺で野焼き
されている点である。この野焼きによる大気と土
壌、さらには水質の汚染は、食糧生産現場の汚染
であることを意味するものであり、深刻な問題と
して受け止めなければならない。
(2) 行政データ問題の社会的背景
以上述べてきた行政が把握しているデータの問
題点はそのまま産業廃棄物処理行政の問題点でも
ある。こうした行政側の体質とこれまでに繰り返
し指摘してきた産業廃棄物処理業界の体質とが相
まって、今日の産業廃棄物処理問題を引き起こし
てきた理由の一部である。しかし、他方でマニフェ
スト制について触れたように、廃棄物自体には商
品価値が無いことは、正確な分別を必要とする経
済的需要がないことをも意味する。従って、純然
たる市場経済の論理からは、経済活動での自律的
マニフェストは成立しない。従って、今日のその
制度の導入は純然たる市場経済の中に非経済的な
規制を導入したことを意味する。
こうした導入が可能となったのは、言うまでも
なく産業廃棄物処理問題に示される今日の環境問
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題、あるいは自然、破壊問題、及び資源の限界とい
う、以前の市場経済のなかでは考えられなかった
事態が登場してきたからに他ならない。従って、
逆にこうした事態が市場経済に規制を求めるとい
うことは、市場経済の枠組みに環境問題や資源問
題を考慮し導入することを求めていると言うこと
ができる。
換言すれば、これまでの市場経済の枠組みでは
「外部不経済jとされてきた環境問題を、とりわ
け、廃棄物問題を市場経済のなかに取り込んだ枠
組み即ち、『廃棄物「処理Jの内部化』を目指す
方向でこの問題の解決を図らなければならないこ
とを示していると考えるべきである。廃棄物を内
部化する経済活動の枠組みでは、廃棄物を従来通
りに「処理」することはできない。従来の「処理」
は「捨てる」ことであったからである。「処理」
の概念を変えなければならないのである。
こうした流れのなかで前述のマニフェスト制の
導入を評価するならば、それはほんの入り口でし
かない。それは「捨てるJという発想に依然とし
て留まっているからである。こうした段階に留まっ
ているかぎり、廃棄物問題の根本的解決をのぞむ
ことはできないと言わなければならない。
廃棄物問題の根本的解決は、市場経済の枠組み
への内部化である。具体的には、資源の再利用を
徹底することであり、排出事業者に資源再利用の
ために廃棄物の回収を義務づけることである。こ
うした義務づけによって「捨てるjための分別か
ら「再利用」のための分別に転換することができ
る。それによって分別することの経済的意義が生
まれ、市場経済のなかで位置づけられるのである。
それとともに、再利用や処理のための費用負担を
事業者に負わせることという形で、再利用や処理
に要する経費を市場経済のなかに「内部化」する
ことである。これらが市場経済への「内部化jで
ある。これによって新たに形成される社会が循環
型社会であることはすでに提示されていることで
ある。
また、『計画』でもこうした構想の下で産業廃
棄物処理行政が示されているが、その計画では著
しく具体性が欠けている。この具体性に欠けてい
ることと先に触れた行政データの杜撰さとは同じ
キ艮っこの問題であると考えられる。なぜならば、
国レベルの産業廃棄物処理行政に、前述の「内部
化」への政策転換が見られないからである。
3.自治体行政の二つの方向
これまで述べてきたように、産業廃棄物処理問
題の基本的解決策が、国レベルで提示されないま
まに、戦後の高度経済成長の下で大量に発生した
産業廃棄物処理問題が緊急のものとなって来てい
る。すでに、東京ゴミ戦争と言われる状況が1960
年代には登場してきたが、その問題が全国各地に
拡大してきているのが今日の状況である。国はこ
うしたなかで、 1991年に廃掃法を改定したが、そ
の過程で地方自治体との十分な調整を欠くもので
あったために、今日全国で産業廃棄物処分場問題
が噴出していると考えられる九
それは具体的には、岐阜県御嵩町の産業廃棄物
処分場問題に見られるような住民の強固な反対運
動である。このことは長野県においても同様であ
り産業廃棄物処分場建設を巡って、町や村が県と
対立する構造が生まれている点にこの問題の深刻
さカfある。
そこで、長野県で現在紛争あるいは係争中の産
業廃棄物処分場問題の概要を明らかにする。
(1)住民の側に立つ自治体
長野県北西部の美麻村では1995年に、また南部
の宮田村では1997年になってから産業廃棄物処分
場問題で村当局が住民の後押しを受けて民開業者
が建設する計画に、建設反対の意思を固め建設差
し止めの仮処分請求を裁判所に求めた。前者は既
に村の主張を認めた判決が下っているが、被告企
業側が高等裁判所に控訴し、今なお係争中である。
後者は村が同様の提訴をし、係争中である。そし
て、両者とも建設工事は中断している。
美麻村の判決は産業廃棄物処分場によって村の
水道水源が汚染される可能性が極めて高いもので
あること、および汚染をもたらす原因として産業
廃棄物処理業者の主張する廃棄物の厳格な分別が
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事実上不可能であるという村の主張を全面的に認
めたものとなっている。
ところで、この訴訟では村が産業廃棄物処理業
者を訴える形となっているが、そもそもはそうし
た施設を県が許可したこと自体が問題であり、提
訴としては県のその許可の取消を求める提訴もあ
り得る問題である。また、そうした方が産業廃棄
物処理行政の問題を明らかにするものとしては適
切であろう。しかし、そうした争いでは村対県と
いう地方自治体同士の対立となる。村が事業者に
許可を与えた県ではなく、事業者を訴えた理由は、
そうした地方自治体同士の対立となることを避け
たものと考えられる。さらに、地方自治体同士と
いっても、県と村では対等な関係ではなく財政面
や各種事業での補助金等さまざまな面で県に依存
している村が、県の許可の取消を求めて提訴する
ことが困難なことは明らかである。
さて、この二例に共通する点は、村の水道水源
の上流域に処分場を建設しようというものであり、
水源地汚染として村当局が前面に出た反対運動に
なっているところである。しかし、イ可よりもこの
事例が示す問題は、産業廃棄物処理行政を巡って
県当局と村とが対立しているところにある。この
原因は、すでに1991年の廃掃法改定の過程の問題
として指摘されているように、同法の改定に際し
て十分なすり合わせが国と地方自治体との間で行
われなかったことに依る。この点で、こうした自
治体聞の紛争の真の原因は国そのものにあると言
わなければならない。
(2) 産業廃棄物処分場誘致を進める自治体
ところが、県内では村当局が積極的に大型の産
業廃棄物処分場を建設しようとしている事例や堆
肥センターのような中間処理施設を誘致してきた
自治体もある。そこで、次にそうした事例をこっ
挙げて分析する。
① 長野県東部にあるS市では、元厚生省の高
級官僚が市長になってから、同市の山間部の集落
の奥に、岡市域内の汚泥を集め、有価物に転化す
るという名目で民間の堆肥工場が設置された。と
ころが、その工場が発生する悪臭公害が深刻で、
同地方の重大な環境問題のーっとして認識される
ようになった。その工場は度重なる住民からの苦
情で、幾度か施設改善に取り組んでいるが、少し
も改善されることもなく、現在は施設改善を名目
とした工場の拡大を目論んでいるとさえ言われる。
この事例の問題は、悪臭公害に留まらず、工場に
搬入される原料としての汚泥が、当初言われたS
市内のみならず長野県外から搬入されているとい
う疑いが工場周辺に住む住民から指摘されている
点である。さらに、岡市長が厚生省大気汚染局長
であったこと、同工場が長野県内業者ではなく、
岡市長がかつて厚生省に勤務していた時に面識が
できた業者でないかと指摘されていることも問題
とされている。
この点は廃棄物処理行政の世界にも官僚と業界
さらには政治家との癒着の構造が形成されている
ことを示唆するものとして受け止められている。
② 行政関与と村のアセスメント
次に長野県内の産業廃棄物処理問題として取り
上げるのは、民間業者による産業廃棄物処理では
なく、「行政関与」による処理方式を拡大しよう
という中央省庁の方針に沿ったものが長野県内で
進められているところから生じてきている問題で
ある。
廃棄物処理を巡っては、さまざまな「行政関与」
があり、「事業団方式」はその一つに過ぎない。
さきに、国レベルの規制強化策を提言したが、法
的規制を強化し、具体策を示すことも「行政関与」
である。ところが、今日の「行政関与」は直接廃
棄物処理を担うという「関与Jである。具体的に
は長野県ではいわゆる「第三セクターJ方式で、
県内に大型の産業廃棄物処分場を三カ所設置しよ
うというものである。そのうち、北部では、隣接
する自治体が反対姿勢を表明していることから、
計画はほとんど中断したままである。また、中部
では建設予定地で根強い反対運動があり、ここで
も県の事業団は対応に苦慮している。ところが、
南部のA村では、村独自に「社会環境アセスメン
トJを実施することによって、建設に関する最終
決定をすることになっている九
しかし、こうした方式については賛否両論が見
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られる。賛成論はこれまでのアセスメント行政に
関する厳しい批判に対し、村独自の立場で社会的
な側面についてもアセスメントを実施することを
評価する立場である。
これに対し、反対論はアセスメントの基本構造
が、産業廃棄物処分場の設置に伴い、さまざまな
地域振興策を導入するという、いわば施設の迷惑
料をその施設の危険度とを比較するというもので
あり、無意味なアセスメントであるという立場で
ある。また、本来のアセスメント制度では、施設
の建設候補地を複数提示し、様々な条件を比較検
討するところに意味があるが、ここで示されてい
るアセスメントでは、依然として同村での建設案
のみが示されているに過ぎず、従来の「建設のた
めのアセスメント」と同様であるという指摘もあ
る。
こうした議論に対し、アセスメントの実施決定
によって、かえって住民の無関心層が増加したと
いう報道もある。しかし、産業廃棄物処分場の安
全性への危倶が弱くなったという「無関心」はあ
りえないと考えられる。むしろ、その実施決定に
よって産業廃棄物処分場建設が事実上確定したと
いう住民の受け止め方が広がったことによる「無
関心」の増加と見るべきであろう。
この反対運動のなかでは、こうした無関心層の
増大も建設を進める側に当初から予定されていた
ものと考える住民も見られる。
(3) 事業団方式の問題点
ところで、今日様々な領域で第三セクタ一方式
の事業が進められており、産業廃棄物処理問題で
もその方式を導入しようとするのが、長野県の産
業廃棄物処理行政の基本である。しかし、この方
式には基本的に幾つかの重要な疑問が内包されて
いると考えられる。そこで、その問題点を指摘し
ておきたい。
まず第 1には、すでに国レベルでの産業廃棄物
処理の基本方針に問題があると指摘したように、
第三セクタ一方式導入の政策には排出者責任論が
欠如している。現状では、当面の処分場確保の緊
急性を唱えながら、廃棄物を減量化するための抜
本的な政策を示さない行政の進め方には大きな批
判が投げ掛けられている。抜本的な減量化策の提
示がない処分場建設では、廃棄物の排出者が減量
化に努める保証が望めないのである。
第2には、第三セクタ一方式の経営面の懸念で
ある。この方式で事業団に財政的な行き詰まりが
生じたときには、その設置・運営に関与している
地方自治体の財政に転化されることになるであろ
う。こうした財政問題の転化は、地方自治体の財
政負担、ひいては住民の負担に転化されることに
なる。これは既に述べた「内部化」に反し、住民
に費用負担を求める不公正な処理方式である。そ
して、ここでも、排出者責任論の欠如が問題とし
て内包されていると言うことができる。
第3にこの方式では、本来産業廃棄物処理事業
を指導・監督すべき行政が自ら事業者の一端を担
うものとなる。こうした方式では、行政側が監督
責任を全うすることが望めないことは、東京都日
の出町の産業廃棄物処理場問題はもとより、昨今
の動燃問題、原子力発電所問題で明らかになった
失敗が示す通りである。
こうした諸問題を内包するこの方式の根幹には、
廃棄物問題を経済問題として捕らえ、すでに述べ
た「内部化Jによる解決という思考が欠知してい
ることを表すものである。と同時に、この問題で
行政がどう関与すべきかという、行政のあるべき
「役割Jを明確に提示していないところに最大の
問題があると考えられる。こうした視点では、前
述の第三セクタ一方式は無責任な方式の最たるも
のであると言わざるをえない。
要するに、事業団方式による産業廃棄物処理の
基本は、経済と行政の領域に関する認識が混同さ
れていると言わざるをえない。従って、両者の役
割区分と責任分担を明確にし、これまで指摘した
ような排出者責任と行政側の監督責任を徹底する
ことを規定する法整備を進めることで、廃棄物の
減量化を進めることが廃棄物政策の根本であると
考える。また、こうした経済と行政の役割区分、
責任分担の明確化が今日の行政改革で最も重視さ
れている点であることと同ーのものであることも
自明であろう。
244 総合都市研究第64号 1997
4.産業廃棄物処分場問題と合意形成
ところで、産業廃棄物処分場が迷惑施設である
限り、その建設・操業を巡って地元住民の意向を
十分尊重しなければならないものであることは言
うまでもない。長野県でも廃掃法の施行に則して
定められた「廃棄物の処理関係事務処理要領」で
も、地元住民の同意を求める規程を設けている。
そこで、本稿の最後にこの住民同意という視点
から産業廃棄物処分場問題の社会的側面を解明す
る。
(1) r住民同意Jの擬制
産業廃棄物処分場建設にあたって、県では各地
の保健所がその窓口業務を担当している。そして
そこでは地元住民の同意として、殆どの場合に当
該地区の区長の承諾書をもって、地元同意の成立
と見なし、産業廃棄物処分場の建設に許可を与え
ている。
ところが、その建設をめぐっては、すべての事
例で区長以外の殆どの住民が産業廃棄物処分場建
設について殆ど何も知らされていないまま、計画
が進行し、処分場周辺住民の苦情や疑義が表面化
してくるという形で紛争が生じていると言っても
過言ではない。そして、始めは小さな疑問の声が
徐々に地区全体に広がり、あるいは悪臭やばい煙、
地下水の汚染等の被害にもはや耐えられない事態
になって一気に運動が進展するという形が多く見
られる。
その過程では、署名活動が進んだり様々な形の
学習活動が進められていく。あるいは近隣の町村
で同様の体験を持つ住民同士のネットワークが形
成されていく。こうした運動のなかで産業廃棄物
処分場の設置を許可した保健所との折衝が重要な
活動となる。しかし、長野県のどこの保健所も区
長の承諾書をもって住民同意が成立しているとの
姿勢を貫いて住民の要求を拒否し、問題解決への
大きなネックになっている。
他方、当該地区の住民の間では、保健所の主張
する区長の承諾書をめぐり、さまざまな議論が噴
出し、当該区長と多数の住民とのあいだに亀裂が
生ずることになる。けれども、そうした状況で区
長一人が住民の間で孤立するとは限らない。そう
した地域では積極的に反対運動に取り組む住民も
いれば、陰に陽に区長側に立つ住民もおり、産業
廃棄物処分場をめぐる地域紛争が、時には当該集
落の分裂という深刻な事態になる事例も見受けら
れる。
しかし、この産業廃棄物処分場問題に関しては
時間をかけた運動の進展とともに、区長の承諾書
の欺臓が明らかになっていく。そして、どの場合
でも、被害住民の主張が多数派を形成していく。
その結果として、署名活動はどこでも大きな成果
を生み出している。そして、地域によっては、区
長の同意書が住民総意に依らないことを認めさせ
た、というように同意書を撤回させる運動が進め
られていく。
長野県内の産業廃棄物処分場に関する紛争は、
こうしてみると、保健所が建設許可に際して区長
の承諾書を受け付けたこと自体に、その根源があ
ると言わなければならない。そうした重大な問題
が産業廃棄物処分場設置の許可を求める一連の書
類に内包されていることを、県の出先機関であり、
地域住民との接点である当該保健所も認識してい
るのではないかという疑念が住民の聞に広がって
いるのである。
かくして、問題の根源は出先機関である保健所
にそうした姿勢を維持させて、積極的に産業廃棄
物処分場建設を進める方針を長野県自体が持って
いるからに他ならない。そして、さらにその背後
には産業廃棄物処分場を積極的に建設していこう
という国の方針にあると言わなければならない。
(2) 区長の二重性
ところで、長野県に限らず、政令指定都市を除
く全国各地の市町村のもとで区長制を実施してい
るところがある。しかし、この制度は法的な裏付
けのないものであり、その暖昧さと相まってさま
ざまな問題を含むものであることを想定させる。
区長は多くの地域では区の代表として認識され
ており、地域住民の中から何らかの方法で選出さ
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れている。そして、時にはというよりかつては集
落の代表者として名誉ある立場であり、集落の人
望ある人物がその立場にたつものであった。
他方、戦後の様々な改革はそうした立場を法的
に変質させるものであった。今日では、政令指定
都市以外で区長制を実施しているところでも、自
治体内部では行政上の末端の事務連絡員として位
置づけ、非常勤職員の扱いをしているところがあ
る。
また、戦後の高度経済成長のもたらした集落へ
の影響によって、区長はかつてほどの「代表者」
的権威を持たないところが多くなってはいるもの
の、いまなお農村部ではその立場の持つ影響力は
大きい。だからこそ、産業廃棄物処分場建設を進
めようとする行政側がその立場と影響力を利用す
べく「擬制」の区長承諾書を求めると考えられる
のである。
こうした経緯を見ると、現行の区長制が苧んで
いるこ重性が問題であるかのようであるが、行政
側が住民同意を必要とする趣旨を正確に理解し、
またその形成過程の実態を的確に把握することに
務め、あるいは指導して、住民の合意形成を十分
なものにすることによって、「擬制jの承諾書と
いう問題は生ずる余地がないと考えられる。
そうした十分な住民合意の形成は、まさに戦後
民主主義の柱の一つである地方自治の理念に沿う
ものであることは言うまでもない。逆に言えば、
前述のような区長承諾書をもって産業廃棄物処分
場の設置を許可することが住民自治の精神に反す
るものである。今日の長野県の産業廃棄物処理行
政は住民不在の行政であり、公共団体の自治とは
言いがたいものである。
5.おわりに
産業廃棄物処分場問題の解決に向けては経済構
造の転換なくしてはあり得ないというおおよその
方向が、さまざまな形で提示されている九
本稿ではこうした流れに長野県の行政が十分即
していないこと、他方ではそれに対する粘り強い
運動が住民のあいだで進められていることを明ら
かにすることができた。それとともに、産業廃棄
物処分場問題に関して、地域社会の変動とその構
造的問題の一端を地方自治体行政のあり方を通し
て明らかにすることができたと考える。
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This report is the environmental-sociological analysis of the industrial waste problems and 
local government in Nagano-prefecture. In Nagono-prefecture， today， they have many prob-
lems and troubles by the plans to construct the disposal establishments for the industrial waste 
and such operating establishments， and are worried by the pollution of riverheads. 
Such peoples are protesting to that establishments and the local governments that have per-
mitted them. The social movements of peoples and the social structures of there and the local 
Government is analysed in this report. 
